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活用事業１－１ みんなで支える里山整備事業

資料１（２ページ）

２月末進捗
１，７０３ｈａ
（８５．２％）

２月末現在 森林整備見込面積（ha）

 

 

 
 

７２市町村

【通常 ｏｒ 税事業】

切り捨て間伐

【通常補助事業】

搬出間伐

生産・利用が可能な場合

【森林税活用事業】

切り捨て間伐＋
玉切・林内整理

生産・利用が困難な場合

活用事業１－１ みんなで支える里山整備事業
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資料３（５ページ）
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活用事業１－１ みんなで支える里山整備事業
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資料１（３ページ）

２月末進捗
２，２７５ｈａ
（９１．０％）

里山集約化見込面積（ha）

活用事業１－２ 地域で進める里山集約化事業
 

 

 
 

６６市町村
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活用事業１－２ 地域で進める里山集約化事業

地域で合意形成

現地調査を実施

整備計画の作成

森林所有者の確認

説明会の開催

施業同意書の取得

間伐の実施

北安曇地域での取組のポイント

・事業地は尾根や沢、道で区切り、個人毎では境界確定しない。

・集落協議会を設置し、協議会が所有者の承諾を取得し、
協議会が事業体への施業委託や補助金申請を実施。

資料３（６ページ）

活用事業１－２ 地域で進める里山集約化事業
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１ 施業プランナーの育成

〔先進地での実践研修の様子〕

●実施事業体 ７事業体

●対象者 25名

●主なテーマ 森林所有者への提案方法の確立

情報の集積、管理体制の整備

H20活動状況
先
進
地
研
修

内
部
研
修

集
約
化
の
実
践

振
り
返
り

活用事業１－３ 高度間伐技術者集団育成事業

資料１（４ページ）

２ 実践的林業機械総合オペレーターの育成

●実施事業体 11事業体

●対象者 12班

●目標 低コスト高効率作業システムの定着

目指せ10m3/人日

H20活動状況
先
進
地
研
修

内
部
研
修

専
門
研
修
の
派
遣

実
践
研
修

振
り
返
り

〔先進地研修（八木木材）〕 〔実践研修〕

活用事業１－３ 高度間伐技術者集団育成事業

資料１（４ページ）
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３ 普及啓発

●実施事業体 5事業体

●テーマ 高性能林業機械の操作技術の普及

集約化方法の地域への普及

H20活動状況

ロングリーチハーベスタ現地検討会 ＧＰＳを用いた情報集積方法

（山林の所有境の測量等）

活用事業１－３ 高度間伐技術者集団育成事業

5,700千円
（前年度比103％）

21年度予算額

5,528千円20年度予算額

資料１（４ページ）、資料３（７ページ）

担い手の確保

就労日数の増

課題への対応１ 森林づくりの担い手の確保・育成

参考資料２（40ページ）
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課題への対応１ 森林づくりの担い手の確保・育成

経済状況の悪化に伴う本県の雇用状況

①非正規労働者の雇止め

7,252人（2月27日現在）全国第２位

②有効求人倍率の低下

0.61（１月現在）全国第27位（全国0.67）

他 産 業

①森林整備量の増加

２０年度 ２０，０００ha

２３年度～ ２４，０００ha （20％の増）

②林業就業者不足が危惧

近年の林業就業者人数は横ばい

目標人数 ３，７００人（２７年度）

林 業

行政と関係団体が協働して、林業への新規参入を促進するための方策等を検討

緊急林業雇用対策会議を設置
（平成21年1月8日）

長野県、中部森林管理局、

（財）長野県林業労働財団、

長野県森林組合連合会、

長野県木材協同組合連合会

課題への対応１ 森林づくりの担い手の確保・育成

雇用対策の活動

●対策会議の開催（２回）

●森林の仕事ガイダンスの実施

（東京都、塩尻市、名古屋市）

●林業就業説明会の実施

（塩尻市、長野市、松本市）

●林業事業体への求人の拡大要請

（随時実施）

●林業就業支援講習の実施

林業就業支援講習

●受講者の募集・決定

募集1/15～30 １４３人申込み

定員を４０人から５０人へ拡大

●研修の実施

2/19～3/13 １７日間

・基礎知識及び機械の取扱い

・現場における施業体験（ＯＪＴ）

４６人受講 ４２人修了

○受講者の就業支援

を実施。

○今後の支援講習は、

雇用情勢や林業事業

体の求人状況等を考

慮して検討。
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活用事業２－１ 森林づくり推進支援金

資料１（５ページ）

間伐実施経費 （査定経費）国 ５１％ 県 １９％

１．森林整備の推進 【市町村独自の嵩上げ補助の新設や拡充】

所有者負担例

森林所有者の負担を軽減し、間伐の推進を図るため、市町村独自の補助を実施

間伐面積（県全体）

Ｈ10 8,025 ha Ｈ13 11,891 ha Ｈ16 13,788 ha Ｈ19 17,123 ha

間伐面積が増加する一方、財政状況等から市町村の嵩上げ補助は「頭打ち状態」

19年度 嵩上げ実施

７０市町村
（実施面積も限定的）

20年度 嵩上げ実施

７９市町村
（補助率や実施面積が拡充）

支援金により

４５市町村で

補助を新設・拡充
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整

備

前

活用事業２－１ 森林づくり推進支援金

整

備

後

１．森林整備の推進 【鳥獣被害対策（緩衝帯整備等）】

資料１（５ページ）

野生鳥獣被害防止の

ための緩衝帯整備の実施

野生鳥獣対策

１５市町村
で実施
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活用事業２－１ 森林づくり推進支援金

１．森林整備の推進 【松くい虫対策等】

資料１（５ページ）

松くい虫対策等

１７市町村
で実施

【通常事業で実施できない

施業や場所で実施】

【その他独自の取組】

独自の取組

１４市町村
で実施
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活用事業２－１ 森林づくり推進支援金

２．間伐材利用の促進に関する事業

資料１（５ページ）、資料３（８ページ）

２０市町村（２１事業）

公共施設等での木製品の利用展示、

ペレットストーブの設置展示 など

３．県民参加の促進に関する事業

１５市町村（１６事業）

森林体験活動、森林学習活動 など

４．特認事業

９市町村（９事業）

森林税の普及啓発活動

130,000千円
（前年度比130％）

21年度予算額

100,000千円20年度予算額

民有林の蓄積量の推移
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7%
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2%

民有林

（立木地）

1億13百万ｍ3

森林資源として充実してきており、木材として積極的な利用
が可能な時期へ

課題への対応２ 間伐材利用の促進

3,000万ｍ３ 11,300万ｍ３50年間で

３７７％

参考資料２（１７，１８ページ）
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課題への対応２ 間伐材利用の促進
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搬出面積（H11）

2,275ha
搬出面積（H19）

3,699ha
１６３％（面積換算）

間伐面積（H11）

8,266ha
間伐面積（H19）

17,123ha
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参考資料２（３９，７２ページ）

長野県内の木材需給の推移

1,343 1,276

783 682 712
476

334 225 188 209 204 201 216
0

500

1,000
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2,000

2,500

S40 45 50 55 60 H2 7 12 15 16 17 18 19年

自県材 他県材 外　材
（千ｍ３）
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2,055

1,789

1,655

1,369

1,118

869

521
378 374

327 299 286

課題への対応２ 間伐材利用の促進

参考資料２（３５ページ）

県産材率（Ｓ40）

85.6％
県産材率（H７）

38.5％
県産材率（H７）

75.5％

Ｓ４５ → Ｈ１９ １４％

Ｈ７ → Ｈ１９ ３３％
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合板用材の利用量（全国）

課題への対応２ 間伐材利用の促進

参考資料２（３５，３８ページ）
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～H19.6 6.5% H19.7～ 20% H20.1～ 25% H22.1～ 80% （予定）

●県外合板工場への県産間伐材丸太の出荷増

H17 1,000m3 H18 11,000m3 H19 27,000m3 H20 40,000m3超(見込)
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製材品出荷量と製材工場数
（長野県）

課題への対応２ 間伐材利用の促進

森 林 づ く り 県 民 税 活 用 事 業 等 に よ る 間 伐 面 積 の 増 加

ロ シ ア 産 丸 太 等 の 輸 入 木 材 の 減 少

資料３（９ページ）

県 外 合 板 工 場 へ の
県産間伐材丸太の出荷増

県 内 製 材 工 場 で の
地 域 材 利 用 が 進 ま な い

間 伐 材 の 利 用 に 関 す る 地 域 の 関 係 者 が 協 力 し て
間伐材を確実に利用し、健全な森林を育成していくための

「新たな仕組みづくり」が必要
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活用事業２－２ 間伐材利用の環モデル事業

資料３（９ページ）

新

課題となっている間伐材の利用を促

進するため、間伐材の生産から利用に

関わる地域の関係者が協定を締結し、

安定的かつ確実に間伐材を利用する仕

組みづくりを支援

県内各地域に県産間伐材を利用するための『環』を再生

１協定 20ha以上 かつ 年間1,000ｍ３以上

協定期間 ５年間

５０万円／箇所×５箇所＝ ２５０万円 【２１年度予算額】

県内５箇所でモデル的に実施

活用事業２－２ 間伐材利用の環モデル事業

参考資料２（１６ページ）
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ｶﾗﾏﾂ
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ｱｶﾏﾂ

その他針葉樹

地域で異なる資源構成や生産供給体制 各地域の特性に応じた「仕組みづくり」
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活用事業２－２ 間伐材利用の環モデル事業

資料３（９ページ）

新

・北安曇
・長野
・北信 等

スギ（北信）

・佐久
・上小
・諏訪 等

カラマツ（東信）

・下伊那
・上伊那 等

スギ・ヒノキ（南信）

・木曽
・上伊那 等

ヒノキ・カラマツ（木曽）

・松本
・上伊那 等

アカマツ（中信）

良質材は地域で加工し、

高付加価値化した上で流通

中・低質材は土木用材等の
地域利用を促進し、その他
は適正な流通により県外合
板工場へ流通

◎ 間伐材の利用促進による

健全な森林の育成

◎ 間伐材の円滑な流通による

地域林業・木材産業の活性化

林業再生プロジェクトと連動した取組みの展開

 ３　間伐材搬出システムの確立
　　地域に適合した搬出システムを構築し、低コスト化を推進。

　平成20年度は、機械化搬出システムと作業路について調査

　・研修会等を実施。

 ２　高度間伐技術者集団の育成
　　実践研修を通じて団地化、施業提案、低コスト搬出ができ

　る地域のトップランナーを育成。高度間伐技術者集団育成

　事業等を通じて森林組合等でＯＪＴ研修を実施。

 １　森林の団地化・施業の集約化
　　個人有林を団地化し、効率的な森林整備と間伐材の搬出

　を推進。地域で進める里山集約化事業等を通じて集落、森

　林組合等と連携して県内全域で実施

 ● 共通テーマ（県内一斉実施）

 ４　地域材加工体制の構築
　　地域の樹種構成や素材生産体制等を踏まえ、流域ごとに

　地域材加工拠点を整備。

 ● 重点テーマ（地域で課題解決）

　路網整備や搬出する事業体の育成、地域材の加工体制整備
等、地域特有の具体的テーマに取り組む。

団地化に向けた集落懇談会

作業路の開設

間伐・高性能林業機械による搬出

活用事業２－２ 間伐材利用の環モデル事業新

参考資料２（５ページ）
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広報・普及啓発活動

活用事業３－１ みんなで支える森林づくり推進事業

資料１（６ページ）
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王滝村

高山村 

木島平村 

山ノ内町 

野沢温泉村 

栄村 

小川村 

信州新町 

松川村 

小谷村

波田町 
山形村

立科町 

原村 

富士見町

川上村 

小海町

南相木村 
南牧村

北相木村 

佐久穂町 

安曇野市 

南箕輪村

高森町 

飯島町 

中川村

箕輪町 

辰野町

宮田村 

大桑村

上松町 

南木曽町 

大鹿村 

下条村 

天龍村

喬木村

平谷村 阿南町 

豊丘村 

松川町

飯山市 

伊那市 

大町市

長野市

小諸市 

須坂市

千曲市 

佐久市 松本市 

駒ヶ根市 

東御市

坂城町 

 

白馬村 

塩尻市

信濃町 

御代田町 

軽井沢町 

木祖村 

根羽村 
売木村 

茅野市 
諏訪市

朝日村 
岡谷市 

下諏訪町

阿智村

清内路村 

泰阜村 

 

生坂村 
池田町

 

中条村 

麻績村 

上田市 
青木村 

 

中野市 

小布施町 

飯田市 

長和町 

飯綱町 

筑北村 

木曽町

小谷村 栂池

大町市 常盤

松本市 中山

木祖村 大原

高森町 吉田

長野市 信里

上田市 山田

栄村 北信

佐久市 松井

諏訪市 有賀

伊那市 南福地

小布施町 雁田

 

 

 
 

資料１（６ページ）

里山整備モデル団地の設定

活用事業３－１ みんなで支える森林づくり推進事業

現在、７０市町村、８６団地を設定

県民会議・地域会議の設置・開催

みんなで支える森林づくり地域会議

学識経験 ６名、市町村 １１名
林業団体 １７名、森林所有者 １６名
経済団体 １１名、消費者団体 ６名
その他（NPO、女性ｸﾞﾙｰﾌﾟ等） １８名

計８５名

みんなで支える森林づくり県民会議

学識経験 ３名、市町村 ２名
林業団体 １名、経済団体 １名
消費者団体 １名、その他 ２名

計１０名

活用事業３－１ みんなで支える森林づくり推進事業

資料１（７ページ）、資料２

３４回

合計 ３７回開催

３回

－16－



企 業 等 地 域

長野県
斡旋
情報提供

斡旋
取組支援

森林(もり)の里親契約締結

●森林整備の資金・労働力の提供
●企業のＰＲ、従業員の福利厚生
　のための森林活用

●企業との交流やＰＲの場の提供
●森林整備の実施
●ＮＰＯ等との協働の仕組みづくり

森 林 の 整 備
地域と企業の交流
企 業 の Ｐ Ｒ
地 域 の 活 性 化

①里親事業の契約施業の実施

長
　
野
　
県

②認証申請

森
林
の
里
親
企
業
等

③指定調査機関
　による現地調査

④評価認証委員会
　による審査

ＣＯ２
吸収量
を評価⑤認証

地 域

活用事業３－１ みんなで支える森林づくり推進事業

資料１（８，９ページ）、参考資料２（６ページ）

活用事業３－１ みんなで支える森林づくり推進事業

資料１（８ページ）

森林の里親促進事業

0

5

10

15

20

25

30

35

40

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

【２月末現在】
本年度契約実績 １０件

累計 ３６件
パンフレットを作成し、

県内外のイベントで

ＰＲ活動を展開
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活用事業３－１ みんなで支える森林づくり推進事業

資料１（９ページ）

地球温暖化防止吸収源対策推進事業

（株）セガ 【南相木村】

カラマツ

私有林

間伐32.2ha

カラマツカラマツ

私有林私有林

間伐間伐32.2ha32.2ha

１２２．６ t-CO2

アイシングループ 【根羽村】

ヒノキ、スギ

村有林等

間伐37.5ha

ヒノキ、スギヒノキ、スギ

村有林等村有林等

間伐間伐3377..55haha

２３４．７ t-CO2

（株）八十二銀行 【松本市】

サワラ、カラマツ、広葉樹

県民の森（県有林）

間伐 0.4ha

サワラ、カラマツ、広葉樹サワラ、カラマツ、広葉樹

県民の森（県有林）県民の森（県有林）

間伐間伐 0.40.4haha

０．５ t-CO2

４箇所で具体的な評価・認証を実施

東海ゴム（株） 【池田町】

広葉樹、アカマツ、カラマツ等

集落有林等

間伐 5.7ha

広葉樹、アカマツ、カラマツ等広葉樹、アカマツ、カラマツ等

集落有林等集落有林等

間伐間伐 5.75.7haha

９．２ t-CO2

活用事業３－１ みんなで支える森林づくり推進事業

資料１（１０ページ）

カーボンオフセットシステム構築事業

木 質 バ イ オ
マ ス 生 産 者

新設取引所
（ N P O 等 ）

①還元シール交付①還元シール交付①還元シール交付

木 質 バ イ オ
マ ス 利 用 者

②ペレット販売・還元
シール交付

②ペレット販売・還元②ペレット販売・還元
シール交付シール交付

③還元シール提出③還元シール提出③還元シール提出

排出削減量
検 証 機 関

④CO2削減量報告④④CO2CO2削減量報告削減量報告⑤検証報告⑤検証報告⑤検証報告環 境 省 登 録 口 座
【 長 野 県 ク レ ジ ッ ト 】

⑥クレジット登録⑥クレジット登録⑥クレジット登録

⑦削減証明付
クレジット購入

⑦削減証明付⑦削減証明付
クレジット購入クレジット購入

賛 同 企 業

CO2削減への社会的貢献

⑧資金提供⑧資金提供⑧資金提供
⑨燃料費の

一部還元

⑨燃料費の⑨燃料費の

一部還元一部還元
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活用事業３－２ 木 育 推 進 事 業

資料１（１１ページ）、参考資料１（１０、２５ページ）

地域活動支援／資材等譲与型 １０件 ２６５万円

【事例１】 飯田市 龍江小学校

資材提供した地域材（遠山スギ）により、保護者が木製体育器具庫を建設

【事例２】 須坂市 豊洲小学校
資材提供した県産カラマツ材により、児童や保護者が校舎内の壁へ設置

活用事業３－２ 木 育 推 進 事 業

資料１（１１ページ）、参考資料１（８ページ）

地域活動支援／地域活動型 １０件 ２５０万円

【事例１】 岡谷市 ウッドブリッジ事業協同組合

地域産広葉樹材を活用した木工教室の開催

【事例２】 松本市 桐保育園
県産材による内装木質化、支障木を活用したベンチ等の制作、森林教室（紙芝居）

－19－



課題への対応３ 県民の理解・参加の促進

県 民 会 議 や
各 地 域 会 議
で の 御 意 見

○ 継続的・積極的にＰＲすることにより、県民の意識は高まる。

○ 整備した森林を住民に見てもらい、必要性を理解していただくことが重要。

○ 「木育」を推進する事業の拡充が必要。

○ 間伐から製材・利用までの一連を見ることが効果的。 など

１．広報・普及啓発活動の実施

県 域 活 動

地 域 活 動

● 「森林づくりレポート（実績報告）」の作成・配布

● ホームページや県の各種広報媒体の活用

● 市町村広報誌への記事掲載依頼

● 新聞、テレビ、ラジオ等マスメディアへの情報提供 など

● 間伐等森林整備地でのＰＲ看板や横断幕等の設置

● 「森林づくり実感・体験ツアー」の開催

● 地域の寄り合い活動への参加や集落懇談会の開催

● 各種広報やイベント等を活用した広報・普及啓発活動 など

資料３（１０ページ）

課題への対応３ 県民の理解・参加の促進

２．木育推進事業の拡充

資料３（１４ページ）

地域活動支援において『里山資源活用型』を新設

森林税活用事業で伐採された間伐材を活用した取組みへの支援を拡充

② 素材生産の説明や体験学習

【活動場所】

間伐材搬出現場や木材市場等

【活動内容の例】

間伐材の搬出作業や、高性能林業機械の
学習、木材市場の仕組みの学習等を実施

① 間伐作業の説明や体験学習

【活動場所】

森林税を活用して整備する里山

【活動内容の例】

森林の役割や間伐の必要性等の学習や、
間伐作業体験等を実施

－20－



資料３（１４ページ）

④ 木材利用の説明や体験学習

【活動場所】

小中学校や公共施設等

【活動内容の例】

木製机や椅子の組み立て、内装の木質化
作業の体験等を協働で実施

③ 製材加工作業の説明や体験学習

【活動場所】

地域の製材工場等

【活動内容の例】

製材加工や木材乾燥等の学習、木材の品
質・強度検査等の体験等を実施

⑤ 総合的な学習・活動のまとめ

【活動場所】

小中学校や集会施設等

【活動内容の例】

森林・林業・木材産業等に関する総合的な
学習や、木育活動記録の作成等を実施

活用事業３ みんなで支える森林づくり推進事業等

資料３（１ページ）

106.7％480千円450千円地球温暖化防止吸収源対策推進事業

31,206千円

7,000千円

1,427千円

800千円

6,019千円

15,510千円

21,529千円

平成20年度

当初予算①

82.5％25,753千円活 用 事 業 ３ 合 計

135.7％9,500千円木育推進事業

117.0％1,670千円カーボンオフセットシステム構築事業

153.8％1,230千円森林の里親促進事業

70.8％4,263千円県民会議・地域会議開催費

55.5％8,610千円広報・普及啓発費

59.8％12,873千円みんなで支える森林づくり推進事業

前年度比

（②／①）

平成21年度

当初予算②
事 業 名

－21－



平成21年度 みんなで支える森林づくり事業

資料３（１ページ）

132.5％132,500千円100,000千円活用事業２【地域課題への対応】

571,059千円

31,206千円

439,853千円

平成20年度

当初予算①

176.9％1,010,103千円森林税活用事業（林務部事業）計

82.5％25,753千円活用事業３【県民の参加等の促進】

193.7％851,850千円活用事業１【里山での間伐の推進】

前年度比

（②／①）

平成21年度当

初予算②
事 業 名

500,570千円 134.4％672,876千円森林づくり県民税基金 積立額

ポ
イ
ン
ト

◆ 間伐面積を倍増するとともに、集約化事業を拡充

◆ 市町村への推進支援金を拡充するとともに、

新たに間伐材の利用を進めるためのモデル事業を実施

◆ 税活用事業で伐採された間伐材を活用した木育活動への支援を拡充

県民会議 ２１年度開催計画

第１回
平成２１年５～６月頃
【２０年度事業の評価等を実施】

第２回
平成２１年１０～１１月頃
【事業実施報告と現地調査を実施】

第３回
平成２２年２～３月頃
【２２年度計画の検討等を実施】
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